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介護支援専門員に関する状況調査について 

 

１ 要旨・目的 

令和６年８月に実施した「介護支援専門員に関する状況調査」の結果を取りまとめたので

報告する。 

 

２ 現状・背景 

高齢化の進展に伴い、今後、介護サービス需要の拡大が見込まれる中、要介護高齢者の多様

なニーズに対応した適切なケアマネジメントを実施していくためには、介護支援専門員を安定

的に確保していくことが重要であることから、介護支援専門員の充足状況等を把握するための

調査を実施した。 

 

３ 概要 

（1）調査対象 

ア 県内の介護サービス施設・事業所及び地域包括支援センター〔事業所調査：県が実施〕 

イ 一般社団法人広島県介護支援専門員協会会員〔介護支援専門員調査：協会が実施〕 
 

（2）調査期間 

令和６年８月８日～令和６年８月 19 日 
 

（3）回答数 

ア 事業所調査 742 事業所（9.0％）   ※対象事業所数：8,235 事業所 

イ 介護支援専門員調査 1,161 人（65.0％）※対象会員数：1,785 人 
 

（4）調査結果の概要 ※詳細は別紙のとおり 

ア 事業所調査 

○ 介護支援専門員の充足状況について、「やや不足している」(32.2％)が最も多く、次い

で「過不足がない」(25.9％)が多い。「大きく不足している」(15.5％)と「やや不足して

いる」を合わせると 47.7％、「十分足りている」（4.6％）、「足りている」(21.7％)、「過不

足がない」を合わせると 52.2％となっている。 
 

○ 「大きく不足している」、「やや不足している」と回答した事業所におけるケアマネジメ

ントのニーズに対する状況は、「新規依頼を断ることはないが、すぐには対応できないこ

とがある」（35.1％）が最も多く、次いで「不足感はあるが、問題なく対応できている」

（30.5％）、「新規依頼を断ることがある」（26.8％）の順となっている。 
 

○ 介護支援専門員の採用状況について、「募集していない」（52.3％）が最も多く、次いで

「募集したが応募がなかった」（33.2％）、「採用できている」(9.4％)、「応募があったが

必要数採用できなかった」（3.5％）の順となっている。採用が難しい要因としては、「賃

金面の相違があった」（53.3％）、「近隣地域に介護支援専門員がいない」（36.8％）、「求め

る人物像との相違があった」（24.6％）などがあげられている。 
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○ 介護支援専門員の離職状況について、回答のあったもののうち、「勤続年数３年以上 10

年未満の離職が多い」（26.0％）が最も多い。定着しにくい要因としては、「賃金が低い」

（78.0％）、「事務が複雑で業務負担が大きい」（60.9％）、「本来業務以外の業務が多い」

（54.7％）などがあげられている。 
 

○ 介護支援専門員の確保や定着のために行政や関係団体に求める支援としては、それぞ

れ「賃金の改善」、「法定研修の簡素化（日程・時間等）」、「法定研修の受講料負担の軽減」、

「業務範囲の明確化」が 50%を超えている。 
 

○ 介護支援専門員の定着のための事業所の取組としては、「更新研修受講料の補助」

（63.7％）が最も多く、次いで「更新研修の勤務扱い」（60.5％）、「資格手当や処遇改善

手当等の実施」（54.7％）などの順となっている。「更新研修受講料の補助」を行っている

事業所の９割弱（86.5％）が全額補助を行っている。 

イ 介護支援専門員調査 

○ 介護支援専門員の従事状況について、現在、介護支援専門員として「従事している」

(87.3％)が最も多い。この従事している者のうち、今後の従事予定は、「従事する」

(87.3％)が最も多く、次いで「わからない」(17.4％)、「従事しない」(1.8％)の順となっ

ている。 
 

○ 「わからない」、「従事しない」と回答した理由としては、「賃金が低い」（60.3％）、「事

務が複雑で負担が大きい」（58.8％）、「責任が重い」（58.8％）などがあげられている。 
 

○ 介護支援専門員として継続従事していく上で、行政や関係団体に求める支援としては、

「更新研修の簡素化（日程・時間等）」（80.9％）が最も多く、次いで「賃金の改善」（76.7％）、

「業務の明確化による負担軽減」（66.1％）、「更新研修の受講料負担の軽減」（57.2％）な

どの順となっている。 
 

○ 研修受講費用の２割又は４割が国から支給される「教育訓練給付制度」を知っている者

は５割強（52.5％）で、このうち制度を活用したことがある者は、およそ１割（10.8％）

となっている。活用したことがない理由としては、「事業所から研修費用の補助があるた

め必要ない」（56.5％）が最も多く、次いで「申請する時間的余裕がない」（18.1％）など

の順となっている。 

 

４ 今後の対応 

今回の調査結果を踏まえ、一般社団法人広島県介護支援専門員協会と連携し、今後の対応に

ついて検討していく。 

 

５ その他 

  調査結果の全体の報告書は、広島県ホームページに掲載する。 

  https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/kaigosiennsennmonninn/r6tyousa.html 

  （10/18（金）13：00 公開予定） 

  トップページ＞介護支援専門員＞介護支援専門員に関する状況調査について 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/kaigosiennsennmonninn/r6tyousa.html
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介護支援専門員に関する状況調査について 
 

 調査概要  

１ 調査の目的 

高齢化の進展に伴い、今後、介護サービス需要の拡大が見込まれる中、要介護高齢者の多様なニ

ーズに対応した適切なケアマネジメントを実施していくためには、介護支援専門員が必要数確保さ

れている必要があることから、介護支援専門員の充足状況等を把握するための調査を実施した。 

  

２ 調査対象・回答数 

  介護サービス施設・事業所及び介護支援専門員を対象とし、「事業所調査」、「介護支援専門員調

査」の２種類の調査を実施した。 

【事業所調査】 

調査対象：県内の介護サービス施設・事業所、地域包括支援センター 

回  答  数：７４２（対象数：８，２３５） 

○所在地別の内訳               ○サービス種別の内訳 

市町名 回答数 割合 市町名 回答数 割合 

広島市 241 32.5% 
安芸高田

市 
1 0.1% 

呉市 78 10.5% 江田島市 10 1.3% 

竹原市 5 0.7% 府中町 10 1.3% 

三原市 29 3.9% 海田町 7 0.9% 

尾道市 50 6.7% 熊野町 8 1.1% 

福山市 115 15.5% 坂町 4 0.5% 

府中市 13 1.8% 
安芸太田

町 
3 0.4% 

三次市 20 2.7% 北広島町 11 1.5% 

庄原市 17 2.3% 
大崎上島

町 
4 0.5% 

大竹市 8 1.1% 世羅町 12 1.6% 

東広島市 55 7.5% 
神石高原

町 
5 0.7% 

廿日市市 36 4.9%   n＝742 100.0% 

 

【介護支援専門員調査】 

調査対象：（一社）広島県介護支援専門員協会の会員 

回  答  数：１，１６１（対象数：１，７８５） 

○年齢層                   ○性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス種別 回答数 割合 

居宅介護支援事業所 360 48.5% 

地域包括支援センター 36 4.9% 

介護老人福祉施設 83 11.2% 

介護老人保健施設 41 5.5% 

特定施設入居者生活介護事業所 47 6.3% 

小規模多機能型居宅介護事業所 45 6.1% 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 8 1.1% 

介護医療院 9 1.2% 

認知症対応型共同生活介護 81 10.9% 

その他 32 4.3% 

  n＝742 100.0% 

選択肢 回答数 割合 

30 歳代未満 2 0.2% 

30 歳代 52 4.5% 

40 歳代 316 27.2% 

50 歳代 462 39.8% 

60 歳代 295 25.4% 

70 歳代以上 34 2.9% 

  n＝1,161 100.0% 

選択肢 回答数 割合 

男性 299 25.8% 

女性 862 74.2% 

  n＝1,161 100.0% 

別紙 
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1.6%

10.2%

8.8%

25.3%

45.7%

8.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

100人以上

50人以上～99人以下

30人以上～49人以下

10人以上～29人以下

２人以上～９人以下

１人

1.3%

62.0%

34.8%

1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

11人以上～20人以下

2人以上～10人以下

1人

0人

３ 調査期間 

 令和６年８月８日～令和６年８月１９日 

 

 調査結果  

１ 事業所調査 

（１）職員数（介護支援専門員以外の職種も含む） 

  「２人以上～９人以下」（45.7％）が最も多く、次いで「10人以上～29人以下」（25.3％）の順と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（１）のうち、介護支援専門員の人数 

   「２人以上～10 人以下」（62.0％）が最も多く、次いで「１人」（34.8％）の順となっている。

１事業所あたりの平均は「2.87 人」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）介護支援専門員の年齢層別人数 

「50 歳代」（727 人）が最も多く、次いで「40 歳代」（647 人）の順となっている。「60 歳代」

（432 人）と「70 歳代以上」（66 人）を合わせた 60 歳以上の介護支援専門員は 498 人いる。 

選択肢 人数 割合 

30 歳代未満 5 0.2% 

30 歳代 128 6.4% 

40 歳代 647 32.3% 

50 歳代 727 36.3% 

60 歳代 432 21.5% 

70 歳代以上 66 3.3% 

※介護支援専門員の年齢の全国平均は「53.0 歳」 
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1.2%

6.1%

8.1%

24.2%

31.8%

15.6%

9.6%

3.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

未回答

51人以上

41人～50人

31人～40人

21人～30人

11人～20人

1人～10人

0人

0.1%

4.6%

21.7%

25.9%

32.2%

15.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

未回答

十分足りている

足りている

過不足がない

やや不足している

大きく不足している

（４）介護支援専門員１人あたりの平均担当利用者数 

「21 人～30 人」（31.8％）が最も多く、次いで「31 人～40 人」（24.2％）の順となっており、

平均は「29.5 人」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）介護支援専門員の充足状況 

 「やや不足している」（32.2％）が最も多く、次いで「過不足がない」（25.9％）の順となって

いる。 

「大きく不足している」（15.5％）と「やや不足している」を合わせると「47.7％」となり、５

割弱の事業所で介護支援専門員が不足する一方で、「十分足りている」（4.6％）、「足りている」

（21.7％）、「過不足がない」を合わせると 52.2％で、不足していない事業所も５割強あった。 
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7.6%

30.5%

35.1%

26.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

新規依頼を断ることがある

新規依頼を断ることはないが、すぐには対応できないことがある

不足感はあるが、問題なく対応できている

その他

1.6%

52.3%

9.4%

3.5%

33.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

未回答

募集していない

採用できている

応募があったが必要数採用できなかった

募集したが応募がなかった

（６）ケアマネジメントのニーズに対する状況 

※（５）で「大きく不足している」、「やや不足している」と回答した場合のみ 

    「新規依頼を断ることがある」（26.8％）、「新規依頼を断ることはないが、すぐには対応でき

ないことがある」（35.1％）を合わせると「61.9％」であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）介護支援専門員の採用状況 

   「募集していない」（52.3％）が最も多く、次いで「募集したが応募がなかった」（33.2％）の

順となっている。 

採用できている事業所は全体の１割以下（9.4％）であった。 
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25.0%

36.8%

3.7%

24.6%

20.2%

10.7%

53.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

近隣地域に介護支援専門員がいない

募集方法に問題があった

求める人物像との相違があった

勤務体制に希望との相違があった

事業所（施設・地域包括支援センター）の方針

との相違があった

賃金面の相違があった

8.1%

57.3%

68.7%

9.2%

27.1%

33.3%

51.9%

31.1%

36.5%

79.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

法定研修の受講料負担の軽減

法定研修の簡素化（日程・時間等）

受験対策講座の開講

受験資格要件の緩和

時間外勤務の削減等による適正な労働時間の確保

業務範囲の明確化

ICTの活用等による業務負担の軽減

介護支援専門員業務のやりがいや魅力の発信

賃金の改善

（８）介護支援専門員の採用が難しい要因（複数選択可） 

※（７）で「募集したが応募がなかった」、「応募があったが必要数採用できなかった」と回答した場合

のみ 

  「賃金面の相違があった」（53.3％）が最も多く、次いで「近隣地域に介護支援専門員がいな

い」（36.8％）、「求める人物像との相違があった」（24.6％）などが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）介護支援専門員の確保に繋がる行政、関係団体の支援（複数選択可） 

   「賃金の改善」（79.8％）が最も多く、次いで「法定研修の簡素化（日程・時間等）」（68.7％）、

「法定研修の受講料負担の軽減」（57.3％）などの順となっている。 
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6.2%

45.0%

46.2%

31.1%

18.1%

46.0%

29.0%

54.7%

51.8%

60.9%

24.9%

78.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

更新研修の受講日程の確保が困難

更新研修の受講料の負担が大きい

介護支援専門員の高齢化に伴う退職者が多い

人材育成が十分できていない

精神的ストレス（人間関係等）

本人・家族等からのハラスメント行為やクレームが多い

本来業務以外の業務が多い

責任が重い

事務が複雑で業務負担が大きい

時間外勤務が長い

賃金が低い

27.4%

5.0%

16.4%

26.0%

17.4%

7.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

未回答

勤続年数２０年以上の離職が多い

勤続年数１０年以上２０年未満の離職が多い

勤続年数３年以上１０年未満の離職が多い

勤続年数１年以上３年未満の離職が多い

勤続年数１年未満の離職が多い

（10）介護支援専門員の離職状況 

回答があったもののうち、「勤続年数３年以上 10 年未満の離職が多い」（26.0％）が最も多く、

次いで「勤続年数１年以上３年未満の離職が多い」（17.4％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）介護支援専門員が定着しにくい要因（複数選択可） 

  「賃金が低い」（78.0％）が最も多く、次いで「事務が複雑で業務負担が大きい」（60.9％）、

「本来業務以外の業務が多い」（54.7％）、「責任が重い」（51.8％）などの順となっている。 
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5.4%

54.9%

69.3%

14.8%

12.8%

53.0%

27.6%

29.0%

78.0%

0.0% 50.0% 100.0%

その他

更新研修の受講料負担の軽減

更新研修の簡素化（日程・時間等）

人材育成の充実（各種研修の充実等）

相談窓口の設置

業務範囲の明確化

ICTの活用等による業務負担の軽減

時間外勤務の削減等による適正な労働時間の確保

賃金の改善

4.6%

63.7%

60.5%

14.8%

29.2%

24.7%

15.5%

54.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他

更新研修受講料の補助

更新研修の勤務扱い

ICTの活用等による業務負担の軽減

労働時間の適正化

研修等、人材育成の強化

相談体制の充実

資格手当や処遇改善手当等の実施

（12）介護支援専門員の定着に繋がる行政、関係団体の支援（複数選択可） 

   「賃金の改善」（78.0％）が最も多く、次いで「更新研修の簡素化（日程・時間等）」（69.3％）、

「更新研修の受講料負担の軽減」（54.9％）、「業務範囲の明確化」（53.0％）などの順となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13）事業所（施設・地域包括支援センター）が介護支援専門員の定着のために実施している取組

（複数選択可） 

   「更新研修受講料の補助」（63.7％）が最も多く、次いで「更新研修の勤務扱い」（60.5％）、

「資格手当や処遇改善手当等の実施」（54.7％）の順となっている。 
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13.5%

86.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

一部補助

全額補助

3.2%

83.2%

13.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

未回答

活用していない

活用している

11.0%

39.1%

12.3%

48.6%

44.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

経費がかかる

他事業所（施設・地域包括支援センター）がシステムを導入していないため、活用できない

職員の抵抗感がある

活用の必要性が感じられない（既存システムで対応可能等）

その他

（14）更新研修受講料の補助割合 

※（13）で「更新研修受講料の補助」と回答した場合のみ 

   更新研修受講料の補助を行っている事業所のうち、９割弱（86.5％）が全額補助している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（15）ケアプランデータ連携システムの活用状況 

  「活用していない」が 83.2％で「活用している」が 13.6％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（16）ケアプランデータ連携システムを活用しない理由（複数選択可） 

  「他事業所がシステムを導入していないため、活用できない」（48.6％）が最も多く、次いで

「経費がかかる」（44.9％）、「活用の必要性が感じられない」（39.1％）の順となっている。 
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4.7%

8.0%

87.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

従事したことがない

従事していたが現在は従事していない

従事している

42.6%

5.8%

0.7%

4.3%

7.4%

11.8%

1.0%
1.7%

3.3%

5.5%

3.8%

1.5%1.2%
0.6%

2.1%

0.6%1.0%0.8%0.7%0.3%
0.9%0.7%1.1%

0.3%0.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

広
島
市

呉
市

竹
原
市

三
原
市

尾
道
市

福
山
市

府
中
市

三
次
市

庄
原
市

東
広
島
市

廿
日
市
市

安
芸
高
田
市

江
田
島
市

府
中
町

海
田
町

熊
野
町

坂
町

安
芸
太
田
町

北
広
島
町

大
崎
上
島
町

世
羅
町

神
石
高
原
町

大
竹
市

県
外

未
回
答

２ 介護支援専門員調査 

（１）介護支援専門員としての従事状況 

   県介護支援専門員協会の会員の約９割（87.3％）が、現在も介護支援専門員として従事してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）所属の事業所（施設・地域包括支援センター）が所在する市町名 

    ※（１）で「従事している」と回答した場合のみ 

   「広島市」（42.6％）が最も多い。 
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0.8%

0.4%

2.9%

0.6%

0.1%

2.2%

1.0%

2.4%

2.2%

13.9%

73.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

未回答

その他

認知症対応型共同生活介護

介護医療院

看護小規模多機能型居宅介護事業所

小規模多機能型居宅介護事業所

特定施設入居者生活介護事業所

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

地域包括支援センター

居宅介護支援事業所

0.7%

15.2%

44.1%

29.9%

6.5%

3.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

未回答

20年以上

10年以上20年未満

３年以上10年未満

１年以上３年未満

１年未満

（３）所属の事業所（施設・地域包括支援センター）のサービス種別 

   ※（１）で「従事している」と回答した場合のみ 

   「居宅介護支援事業所」（73.5％）が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）介護支援専門員としての従事期間 

   ※（１）で「従事している」、「従事していたが現在は従事していない」と回答した場合のみ 

   「10 年以上 20 年未満」（44.1％）が最も多く、次いで「３年以上 10 年未満」（29.9％）の順と

なっている。 
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0.9%

17.4%

1.8%

79.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

未回答

わからない

従事しない

従事する

11.3%

22.7%

40.7%

40.7%

8.2%

17.5%

51.5%

20.1%

58.8%

56.7%

58.8%

49.0%

60.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

年齢的に従事が困難

更新研修の受講料負担が大きい

更新研修の受講日程確保が困難

人事異動があるため

人材育成が十分できていない

精神的ストレス（人間関係等）が大きい

本人・家族等からのハラスメント行為やクレームが多い

責任が重い

本来業務以外の業務が多い

事務が複雑で負担が大きい

時間外勤務が多い

賃金が低い

（５）今後の介護支援専門員としての従事予定 

    ※（１）で「従事している」と回答した場合のみ 

   およそ８割（79.9％）が、今後も従事する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）「従事しない」、「わからない」と回答した理由（複数選択可） 

    ※（５）で「従事しない」、「わからない」と回答した場合のみ 

   「賃金が低い」（60.3％）が最も多く、「事務が複雑で負担が大きい」（58.8％）と「責任が重

い」（58.8％）が同率で続いた。 

   「本来業務以外の業務が多い」（56.7％）、「精神的ストレス（人間関係）が大きい」（51.5％）

も半数以上の者が回答している。 
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8.3%

57.2%

80.9%

16.1%

17.7%

29.3%

66.1%

37.2%

76.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他

更新研修の受講料負担の軽減

更新研修の簡素化（日程・時間等）

相談窓口の設置

資質・専門性向上のための研修の充実

時間外勤務の削減等による適正な労働時間の確保

業務の明確化による負担軽減

ICTの活用等による業務負担の軽減

賃金の改善

1.4%

19.6%

31.1%

39.9%

10.8%

14.9%

4.7%

7.4%

13.5%

4.7%

11.5%

10.8%

12.8%

13.5%

20.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

未回答

その他

介護支援専門員として配置されていない

他の職種で働くことを優先している

更新研修の受講料の負担が大きい

更新研修の受講日程確保が困難

人材育成が十分できていない

将来の見通しがたたない

精神的ストレス（人間関係等）が大きい

本人・家族等からのハラスメント行為やクレームが多い

本来業務以外の業務が多い

責任が重い

事務が複雑で負担が大きい

時間外勤務が多い

賃金が低い

（７）介護支援専門員として引き続き従事していく上で、行政や関係団体等へ求める支援（複数選択

可） 

    ※（１）で「従事している」と回答した場合のみ 

「更新研修の簡素化（日程・時間等）」（80.9％）が最も多く、次いで「賃金の改善」 

（76.7％）、「業務の明確化による負担軽減」（66.1％）、「更新研修受講負担の軽減」（57.2％）な

どの順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）介護支援専門員として従事していない理由（複数選択可） 

    ※（１）で「従事していたが現在は従事していない」、「従事したことがない」と回答した場合のみ 

「他の職種で働くことを優先している」（39.9％）が最も多く、次いで「介護支援専門員とし

て配置されていない」（31.1％）の順となっている。 
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2.7%

44.8%

52.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

未回答

知らない

知っている

2.1%

87.1%

10.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%100.0%

未回答

活用したことはない

活用したことがある

4.1%

8.1%

36.5%

54.1%

14.2%

16.9%

27.0%

41.9%

24.3%

48.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

無回答

その他

更新研修の受講料負担の軽減

更新研修の簡素化（日程・時間等）

相談窓口の設置

資質・専門性向上のための研修の充実

時間外勤務の削減等による適正な労働時間の確保

業務の明確化による負担軽減

ICTの活用等による業務負担の軽減

賃金の改善

（９）介護支援専門員として従事したいと思うために必要な行政や関係団体等からの支援（複数選択

可） 

     ※（１）で「従事していたが現在は従事していない」、「従事したことがない」と回答した場合のみ 

   「更新研修の簡素化（日程・時間等）」（54.1％）が最も多く、次いで「賃金の改善」（48.6％）、

「業務の明確化による負担軽減」（41.9％）などの順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）教育訓練給付制度の認知状況 

   ※（１）で「従事している」、「従事していたが現在は従事していない」と回答した場合のみ 

「知っている」が 52.5％で「知らない」44.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

   【教育訓練給付制度】 

働く人のキャリア形成等を支援することにより、雇用の安定と就職の促進を図ることを目的

とする雇用保険の給付制度で、厚生労働大臣が指定する教育訓練を修了した場合、受講費用の

20％(一般教育訓練給付)又は 40％(特定一般教育訓練給付)がハローワークから支給される制度。 

 

（11）教育訓練給付制度の活用状況 

    ※（10）で「知っている」と回答した場合のみ 

   「活用したことはない」が 87.1％で「活用したことがある」が 10.8％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 



16 

3.0%

11.3%

56.5%

18.1%

11.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

未回答

その他

事業所（施設・地域包括支援センター）から研

修費用の補助があるため必要ない

申請する時間的余裕がない

申請方法がわからない

（12）教育訓練給付制度を活用したことがない理由 

    ※（11）で「活用したことはない」と回答した場合のみ 

「事業所（施設・地域包括支援センター）から研修費用の補助があるため必要ない」（56.5％）

が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ その他 

（1）調査対象（回答数） 

23 市町 

（2）調査期間 

令和６年２月５日～令和６年２月９日 

（3）調査結果 

ア 介護支援専門員の充足状況 

「やや不足している」、「大きく不足している」と回答したのは 15 市町であった。 

選択肢 選択した市町数 割合 

余裕がある ０市町 ０％ 

適当 ２市町 ９％ 

やや不足している 13 市町 56％ 

大きく不足している ２市町 ９％ 

わからない・どちらともいえない ６市町 26％ 

 

イ ケアマネジメントのニーズに対する状況 

    ※「ア」で「やや不足している」、「大きく不足している」と回答した場合のみ 

   「自市町で対応できている」が 10 市町、「周辺市町の協力等で対応できている」が４市町で、「わからな

い」が１市町であった。 

選択肢 選択した市町数 割合 

自市町で対応できている 10 市町 67％ 

周辺市町の協力等で対応できている ４市町 27％ 

問題が一部生じている（ケアマネが見つからない等） ０市町 ０％ 

問題が広く生じている（ケアマネが見つからない等） ０市町 ０％ 

わからない １市町 ６％ 
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ウ 介護支援専門員の確保が困難になっている要因（複数選択可） 

   「業務範囲の広さ」（12市町）が最も多く、次いで「賃金・処遇の低さ」（11市町）、「責任の大

きさ」、「業務負担の大きさ」（各８市町）の順となっている。 

選択肢 選択した市町数 割合 

業務範囲の広さ 12 19％ 

責任の大きさ ８ 13％ 

業務負担の大きさ ８ 13％ 

ICT 等の対応負担 ０ ０％ 

職場の人間関係 ０ ０％ 

利用者・家族との関係性 ３ ５％ 

他事業所・多職種との連携負担 ４ ６％ 

キャリア形成・スキルアップに繋がりにくい ０ ０％ 

賃金・処遇の低さ 11 17％ 

労働時間や休日等の労働条件 ５ ８％ 

受験要件の厳しさ ４ ６％ 

研修負担の大きさ ４ ６％ 

その他 ３ ５％ 

あてはまるものはない １ ２％ 

 

エ 介護支援専門員の確保に向けた取り組み（複数選択可） 

一部の市町では、試験や法定研修に係る費用補助等の普段軽減に繋がる補助を行っている。 

選択肢 回答数 割合 

介護支援専門員実務研修受講試験の受験費用の補助 ５ 15％ 

実務研修受講試験の受験対策講座等の受講費用補助 ０ ０％ 

受験対策のための講座やレクチャー等の実施 ０ ０％ 

実務研修受講費用の補助 ４ 12％ 

就業した際の奨励金・祝い金の支給 ２ ６％ 

処遇改善のための費用補助 ０ ０％ 

離島や広域対応に対する交通費の補助 ２ ６％ 

離島や広域対応に対する独自加算等の金銭的支援 ０ ０％ 

法定研修受講期間中に代替職員を雇用する際の費用補填 ０ ０％ 

自治体の主催の合同説明会の開催 ０ ０％ 

事業所の ICT 導入等の生産性向上の支援 ２ ６％ 

複数事業所の連携・共同化の支援 １ ３％ 

その他 ５ 15％ 

特に介護支援専門員の確保策は実施していない 12 36％ 

 

 


